
鏡石町公告第５１号 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６及び鏡石

町財務規則（昭和５８年鏡石町規則第３号以下「財務規則」という。）第１１２条の規定に基づき、

次のとおり制限付一般競争入札について公告する。 

 

  平成２８年８月１８日 

鏡 石 町 長  遠 藤 栄 作 
 

記 
 

１ 制限付一般競争入札に付する事項 

 （１） 工 事 番 号  第 ２ 号 

 （２） 工 事 等 名  鏡石町防災行政無線（固定系）設備デジタル化改修工事 

 （３） 工 事 場 所  鏡石町 町内一円 

 （４） 工 期  本契約締結日から平成２９年３月１７日（金） 

 （５） 指 定 業 種  電気設備工事 

 （６） 工事の概要  屋外拡声子局（町内７箇所）のデジタル化設備更新 

 （７） 予 定 価 格  事後公表 
 

２ 入札執行日時等 

 （１） 入 札 日 時  平成２８年９月２１日（水）午前９時３０分 

 （２） 入 札 場 所  鏡石町役場２階第一会議室（鏡石町不時沼３４５） 

 

３ 入札参加及び設計図書等の閲覧（貸出）に必要な資格 

 （１） 工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等に関する要綱（昭和

６２年１月制定。以下「指名等に関する要綱」という。）第５条第１項に規定する工事等

請負有資格者名簿に登録されている者であること。 

 （２） 施行令１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

 （３） 指名等に関する要綱第１１条の規定に基づく指名停止期間中のものでないこと。  

 （４） 福島県内に本店又は建設業法第３条第１項に規定する営業所を有する者であること。 

 （５） 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果における電気設備工事の総

合評点７００点以上の者であること。ただし、鏡石町内に本店又は建設業法第３条第１項

に規定する営業所を有する者については、「指名等に関する要綱」第８条第１項を適用す

ることができる。 

 （６） 建設業法第１５条に規定する特定建設業の許可を受けていること。  

 （７） 対象工事に建設業法第２６条の規定による専任の監理技術者、主任技術者等を適正に配 

置することができること。 

 （８） 過去の一定期間において、対象工事と同種の工事において施工実績があること。  

 （９） 会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更生手続き又は民事再生法（平成１  



１年法律第２２５号）に基づく再生手続き中の者でないこと。 

 

４ 入札参加資格の確認 

  入札参加希望者は、平成２８年９月２日（金）の午後５時までに、次の書類を鏡石町役場総務

課に提出し、参加資格の確認を受けなければならない。 

 （１） 制限付一般競争入札参加資格者確認申請書 

 （２） 建設業法第３条第１項の規定による許可書の写し 

 （３） 建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査結果通知書の写し  

 （４） 入札保証金の免除を受けようとする者は、入札保証金免除申請書 

 （５） 同種工事の施工実績調書 

 （６） 資格要件確認書 

 （７） 仕様書を遵守する誓約書 

  入札参加資格者確認申請書の配付 

   ア 配付期間  平成２８年８月１８日（木）から平成２８年９月２日（金） 

           （土曜、日曜及び祝祭日を除く。なお、町ホームページ上に様式を掲載し

ますのでダウンロードも可能とします。） 

   イ 配付時間  午前８時３０分から午後５時まで 

   ウ 配付場所  鏡石町役場 総務課 ＴＥＬ０２４８－６２－２１１１ 

             （郵送等の取扱いは行わない。） 

 

５ 入札参加資格の通知 

  入札参加資格の確認結果については、平成２８年９月８日（木）までに制限付一般競争入札参

加資格確認通知書（以下「確認通知書」という。）により通知する。  

 

６ 入札参加資格を有しない者に対する理由の説明 

 （１） ５の通知で入札参加資格を有しないとされた者は、平成２８年９月９日（金）午前１０

時までに総務課に説明を求める書面を持参することにより、その理由の説明を求めること

ができる。 

 （２） 説明を求められたときは、平成２８年９月１２日（月）午後５時までに書面により回答

する。 

 

７ 設計図書等の閲覧 

  対象工事に係る設計図書を入札参加希望者の閲覧に供する。 

 （１） 閲覧場所 鏡石町役場 総務課 

 （２） 閲覧期間 平成２８年８月１８日（木）～平成２８年９月２日（金） 

         （※土曜、日曜及び祝日を除く毎日の午前８時３０分から午後５時００分まで） 

 

 



８ 設計図書等の複写 

  入札参加希望者は対象工事に係る設計図書等を閲覧できるほか、対象工事の見積に供する場合

に限り閲覧期間中、設計図書等を複写（ＣＤ－Ｒ持参者に限り複写可能）することができる。  

 

９ 質問書の提出 

  対象工事に係る設計図書等の閲覧者は、当該設計図書等に関して質問することができる。  

 （１） 提出場所 鏡石町役場 総務課 

 （２） 提出期限 平成２８年９月２日（金）の正午まで 

 （３） 応 答 書 平成２８年９月８日（木）までに質問者に送付するとともに、閲覧場所 

に写しを掲示する。 

 

10 入札保証金の納付 

  入札に参加しようとする者は、この公告に示す入札日の午前９時から午前１０時までの間に鏡

石町財務規則第１１４条の規定により見積に係る入札金額の１００分の５以上の額の入札保証金

又は入札保証金に係る担保として有価証券を納付又は提供しなければならない。 

  ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は免除する。 

 （１） 鏡石町を被保険者とする入札保証保険契約を締結している者であるとき。  

 （２） 過去２年間に国又は地方公共団体と同様の契約を数回以上にわたり契約し、これらを全

て誠実に履行し、かつ、契約を締結しないこととなるおそれがないと認められる者である

とき。 

 

11 入札の無効 

 （１） 入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札 

 （２） 地方自治法施行令第１６７条の４第１項又は第２項各号に該当すると認められた者  

 （３） その他、入札の条件又は町において特に指定した事項に違反した入札  

 

12 工事費内訳書の提出 

  入札参加者は、第１回の入札に際し、積算内訳書を提出すること。  

 

13 最低制限価格の設定 

  最低制限価格を設定し、入札の結果これを下回った入札を行ったものは、最低の入札者であっ

ても失格とする。 

 

14 入札書の記載 

  入札者は、消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金

額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

 



15 契約が議会の議決を要するものであるときは、その議決を得たときに地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２３４条第５項に規定する契約書とみなすものとする。 

 

16 契約保証金の納付 

  契約を締結しようとする者は、鏡石町財務規則第９９条の規定により、請負代金又は契約代金

の額の１００分の１０以上の額の契約保証金を納付、又は契約保証金に代わる担保として有価証

券又は債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、町長が確実と認める金融機関又

は保証事業会社［公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条

第４項に規定する保証事業会社をいう］の保証に係る証書を提供しなければならない。 

  ただし、次の各号のいずれかの保証を付する場合は免除とする。 

 （１） この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証  

 （２） この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結  

 

17 契約事項 

  契約については、財務規則及び鏡石町工事請負契約約款に基づき契約締結する。  

  なお、上記財務規則及び約款については、総務課において閲覧することができる。 


